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１．地域における多文化共生推進と地域日本語教育
日本国内における外国人数は1990（H2）年の「出入国管理及び難民認定法（入管法）」改正以後、
ニューカマーの流入により大幅に増えた。法務省の統計によると、1990年には107万5,317人（総
人口比0.87％）であった外国人登録者数は、2005（H17）年には200万人を越し、2015（H17）末現
在における在留外国人数は223万2,189人（総人口比1.74％）となり、この20年の間に2倍に増え
ている（法務省2016）。そして、このうちの約6割が「永住者」「定住者」「日本人の配偶者等」といっ
た在留資格を持つ地域社会に定住する外国人である。
地域別に見ると、外国人比率が高い都道府県は、東京都（462,732人：3.48％）、愛知県（209,351
人：2.80％）、大阪府（210,148人：2.37％）［括弧内、外国人数：総人口比］が上位を占め、これ
らの地域周辺も含めた関東・中部・近畿地方に外国人が多く暮らしている。国籍別では、外国
人人口の多くを占める中国（29.8％）、フィリピン（10.3％）の増加は現在も続いているが、ブラ
ジル（7.8％）、ペル （ー2.1％）は2008年のリーマン・ショックによる経済危機以後減少傾向にあり、
また、ここ数年、ベトナム（6.6％）、ネパール（2.5％）の増加が著しい［括弧内、国籍別外国人人
口比］（法務省2016）。
日本語学習を目的に来日する留学生とは違い、就労や結婚を契機に来日し定住する外国人に
は、仕事や日々の生活に追われ、計画的・継続的な日本語学習とは無縁のまま、ごく限られた
日本語しか使わずに日本で生活し続けている人も少なくない。しかし、そのような地域社会に
暮らす定住外国人に対する日本語学習を支援・促進する体制はまだ十分に整備されていないと
いう実情がある（金田2012）。
定住外国人を対象とした日本語教育の展開は、1970年代後半に市民ボランティアの活動とし
て始まった（文化庁2004）。1990年代以後、ニューカマーの増加を背景に市民ボランティアに
よる日本語教育活動は全国に広がりを見せ、次第に自治体も社会教育または国際化政策の一環
として日本語教室を開催するようになる。地域社会で展開される日本語教室は、日本語学習を
主目的とする大学や日本語学校とは違い、市民ボランティアが中心的な担い手であり、日本語
を学習する外国人の背景や日本語のレベル、日本語学習のニーズ、教室の活動形態、運営体制
等、実に多様である（杉澤2012）。「地域日本語教育」という名称は、このような地域の状況や需
要に応じて実施・展開されてきた日本語教育の総称として、2000年前後から使用されるように
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なった（野山2013）。
ニューカマーの増加と地域日本語教育の広がりを背景に、自治体も少しずつ外国人を住民と
して受け止める施策に取り組み始め、1990年代後半以後、外国人の政治参加や多文化共生のま
ちづくりへの関心が高まり、外国人施策の体系化を目指すようになった。この動きは2000年
代に入って本格化し、多文化共生をキーワードに外国人住民施策の指針や計画を策定する自治
体が増えた。2001年に南米系ニューカマーが集住する東海・関東・甲信地方を中心とする自治
体・国際交流協会が連携して設立された「外国人集住都市会議」は、自治体の立場から外国人の
定住化を前提とした国の外国人受け入れ態勢の整備を求め（山脇2011）、地域日本語教育におい
ても大きな発展・展開をもたらした（野山2008）。
自治体の動きに比べ国の取り組みは大きく遅れたが、総務省が2006年に策定した「地域にお
ける多文化共生推進プラン」（総務省2006b）は、「多文化共生」⑴を地域の国際化の3つ目の柱に
位置付けた。自治体が多文化共生施策を総合的かつ計画的に推進することを求め（山脇2011）、
自治体において多文化共生施策として日本語教育事業の実施を検討すべきとした。そして、文
化庁では2007年度から地域日本語教育の推進を目的に「『生活者としての外国人』⑵のための日
本語教育事業」を開始した。文化庁（2008）には「地域における日本語教育は、多文化共生社会の
実現に向けての取組でもあり、日本語教育の促進には、ボランティアや専門家のほかに、一般
市民の参加が必要不可欠である」（p.4）と明記されている。
最近では地域日本語教育に関わるボランティアに対する教育だけでなく（深澤ほか2006）、学
校教育の現場や地域社会との連携による協働事業においても多文化共生意識の醸成の必要性が
説かれるようになった（林2010、佐藤2015）。また、各地で「多文化共生の地域づくり」と銘打っ
たイベントも多く開催されるようになったが、井沢（2013）は、そのようなイベントは非日常的
な“イベント”で終わってしまいがちであるため、在日外国人を同じ地域社会を構成する「生活
者」として捉えた、日常生活に根ざした交流が必要であると言う。
２．総社市における多文化共生施策としての日本語教育事業とその課題
2-1　多文化共生施策としての日本語教育事業
本稿で対象とする岡山県総社市は、県西南部に位置する人口7万弱の地方都市であり、入管
法改正後、ブラジル人を中心にニューカマーが急増した地域である。外国人人口がピーク時の
2008年には1,342人⑶（総人口比1.97％）を数えたが、リーマン・ショックによる経済危機以後激
減し、2014年には723人（総人口比1.07％）にまで落ち込んだ。しかし、2015年以後、ベトナム
人を中心とする技能実習生の増加により、2017年3月1日現在、在留外国人数1,040人（総人口
比1.52％）となり、現在も増加傾向が続いている。国・地域別にみると、27カ国のうち「ベトナム」
が最多（340人、32.7％）であり、「ブラジル」（276人、26.5％）、「中国」（179人、17.2％）が続く（総
社市2016c）。
2008年の経済危機により、総社市ではブラジル人をはじめ多くの外国人が解雇された。こう
した事態を受け、外国人住民の生活全般に関わる自立支援を行うため、2009年、人権・まちづ
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くり課内に国際・交流推進係を新設し、「国籍を越えた多文化共生のまちづくり」をキーワード
に、多文化共生施策を市政の重要施策と位置づけている。外国人相談事業、コミュニティ交流
事業、日本語教育事業、就労支援事業、医療・防災支援事業の5つを柱に、県内外の各種団体
と連携・協力し、多文化共生事業を推進している（総社市2016a）。
2010年度からは文化庁「『生活者としての外国人』のための日本語教育事業」の委託を受け、全
国でも数少ない行政を事業主体とした日本語教育事業を展開している。筆者は2010年度から
現在まで、総社市より委嘱され、総社市日本語教育事業運営委員兼コーディネーターとして日
本語教育事業を立ち上げ、運営に携わっている。「総社市地域参加型生活サポート日本語教育
事業」という名称のもと、これまでに地域日本語教室の開設をはじめとする6つの取り組みを
展開している（総社市2016b、中東2016）。
2-2　日本語教育事業が抱える課題の把握と解決に向けた方策
総社市で日本語教育事業を展開するにあたり様々な困難に遭遇した。日本語教室開設2年目
を迎えた頃、外国人住民が継続して日本語学習を行うことが難しいこと、日本語の習得が思う
ように進まないこと、学習者間の日本語のレベル差が大きく目標設定がしにくいこと、日本語
教室へのニーズの多様性など、今後の日本語教室の方向性や、地域における日本語教育のあり
方など事業運営を見つめ直す必要性に迫られた。
そこで、総社市に暮らす外国人住民の日本語学習支援をどのように行うべきかを考えるため
に必要な基礎的データを収集することを目的に、当時の日本語教室の主な対象者であった南米
系定住外国人を対象に、日常生活における言語使用や日本語学習の状況、日本語によるコミュ
ニケーションの問題も含め、地域社会で生活する上で外国人住民が抱える様々な問題の実態を
把握するための調査を実施し、調査データの公開と分析を行った⑷（総社市2012、中東2014）。
地域日本語教室の開設と並行して、2010～2011年度の2年間は、ボランティア日本語教室を
立ち上げるための日本語指導者の人材育成を目指した研修を行った。だが、この取り組みはう
まくいかず、総社市の現状に合わないことが明らかとなった。その原因を探るため、日本語教
室での参与観察や総社市民への聞き取りを行った。
総社市は入管法改正以後、ニューカマーの来日により外国人が増えた地域であり、それまで
外国人住民はほとんど居住していなかった。総人口比率の点からも外国人がそれほど多くない
地域であり、日本人住民は外国人住民と接触した経験が極めて少ないため、外国人に接するこ
と自体、心理的な負担が大きいことがその要因であることが見えてきた。これには上述のよう
に、総社市における多文化共生施策が本格的に始まったのは2009年のことであり、多文化共
生推進に関する市の取り組み自体、市民に周知されていないことも関わっているだろう。
さらに総社市には外国人に日本語を教えることのできる人材もほとんどいない。そのような
地域で、いきなり日本語を教える人材を育てようにも、ましてやボランティアで日本語教室を
作ろうにも容易ではないという現状が明らかになった。外国人住民から日本語教室の継続が要
望され、日本語教育を支援する人材育成研修のあり方を抜本的に改革しなければならない中、
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2012年度から、日本語指導者養成ではなく、「日本語学習サポーター」という日本語教室内で日
本語を教える日本語講師（有資格者）の補助者として、ボランティアで外国人の日本語学習のサ
ポートを行う人材の育成へと大幅に方向転換を行った。
外国人住民へのニーズ調査と実態把握を行い、日本語教室の運営方法と人材育成のあり方を
見直した後、総社市の日本語教育事業は軌道に乗り始め、日本語教室に集まる学習者数が安定
するとともに、外国人住民と日本人住民との実質的な交流活動が活発化してきた。年々、日本
語学習サポーターに登録する地域住民が増えるとともに、継続して日本語教室に参加するサ
ポーターの増加により、地域住民同士のつながりが広がりを見せ、多文化共生施策としての地
域日本語教育の仕組みがうまく機能してきており（中東2016）、日本語教室が多文化共生を推進
するための「日常生活に根ざした交流」（井沢2013：96）の場となっている。
３．総社市における多文化共生に関する調査実施の背景
3-1　南米系定住外国人への調査から見える外国人住民と日本人住民の希薄な関係性
総社市の日本語教育事業が軌道に乗り始める一方で、現在でも日本語教育を支援する人材育
成の難しさを常に感じている。その要因の一つに、日本人住民の外国人住民との接触経験の少
なさがあることを上で指摘した。この点に関して、2-2で述べた総社市の南米系定住外国人に
対して行った調査で、①地域の日本人住民との近所付き合いの程度、②近所付き合いが良好か
どうか、③日本人住民からの差別意識について尋ねている（総社市2012、中東2014）。
①日本人住民との近所付き合いの程度は「あいさつをする程度」（73.8％）が大半であり、「まっ
たく付き合いがない」（5.0％）という人もいる。この質問に関連し、「日本人の友人が欲しいか」
という問いに対し、「とても欲しい」（31.1％）、「できれば欲しい」（47.5％）と約8割が日本人の
友人が欲しいと回答している。これらの結果から総社市に暮らす外国人住民と日本人住民との
希薄な関係性と、日本人住民との交流を求める外国人住民の姿が窺える。
②日本人住民との近所付き合いが良好かどうかについての質問に対しては、「とても良い」
（42.6％）、「まあまあ良い」（52.5％）と、総社市の外国人住民のほとんどが日本人住民との付き
合いは良好であると感じていた。また、③日本人住民から差別を受けていると感じているかど
うかという質問に対しては、「あまり感じない」（34.4％）、「まったく感じない」（43.8％）と約8
割が差別を感じていないと回答した。総社市と同じく南米系外国人の多い群馬県や静岡県で行
われた調査（浜松市1993、西岡1995、静岡県2008）では、近隣の日本人住民から差別を受けて
いると感じている人の割合はかなり高く、大きく結果が異なっている。
総社市の結果について中東（2014）では、外国人住民と日本人住民との付き合いが「あいさつ
程度」の浅いものであることを考えると、外国人住民が感じる差別意識の低さを楽観視するこ
とはできないと分析した。近隣の日本人住民との付き合いが希薄であるが故に、日本人にどの
ように思われているのかを知ることも少なく、結果的に日本人住民から差別されていると感じ
る人が少なかったとも考えられる。また、総社市は上記外国人集住地域と比較すると外国人人
口の規模が小さいため、近隣住民との摩擦が総じて少ないとも推察される。
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3-2　地域日本語教育の推進に向けた多文化共生の現状と課題の把握
2010年に全国の都道府県・市区町村の外国人施策担当者を対象に調査を行った独立行政法人
労働政策研究・研修機構（2011）によると、外国人の生活・就労支援で問題になっていることと
して「地域住民との共生が進んでいない」と回答した自治体が多かった。また、国土交通省（2007）
による北関東圏の在住外国人集住地域において外国人住民、日本人住民、企業を対象に行われ
た調査では、日本語力の不足が地域の日本人住民との交流を阻害する一因になっており、多文
化共生の地域づくりにおける日本語教育の役割が強く認識された（宮崎2008）。
宮崎（2008）は、日本語力の不足が地域の日本人住民との交流を阻害する一因になっていると
は言え、日本語の習得が進めば外国人の社会参加の問題が軽減されるわけではないと指摘する。
総社市においても、外国人住民の日本語能力の不足はあるものの、それだけでなく、外国人住
民の集住傾向、就業スタイル、転職・転居を繰り返す生活スタイルが地域住民との接触を少な
くし、外国人住民が日本人住民との交流を求めながらも、地域住民同士としての関係性の構築
や地域社会に根付くことを難しくしてしまっている⑸いう実情がある（中東2014）。
入管法改正後、外国人が増加し始めた1993年に、総社市水島機械金属工業団地（現在の協同
組合ウイングバレイ）⑹で就労する日系ブラジル人・ペルー人を対象に生活環境への適応過程に
ついて調査を行った山口（1994）の興味深い研究がある。外国人就労者が日本の生活で困難に感
じることの上位に「孤独感」と「日本語」が挙がり、「日本語」に対する困難さは来日後半年から1
年以内の時点でピークを迎え、それ以後は減少する一方、「孤独感」を感じる外国人は来日当初
から多く、さらに来日2年を越した者においては急激にその割合が増えるという。
このような結果を踏まえ、山口（1994）は、企業内での日本語研修や職場での日本人との交流
は外国人就労者にとって価値の高いものであることを示唆し、「総社市における日系外国人労
働者受け入れに関する残された課題は、日本人と彼らとの相互理解を深め、相手をネガティブ
に評価することで後ろ向きに現実適応するのではなく、相手のよいところを吸収しあって前向
きに適応するループへと変化させていくことにあるといえよう」（p.28）と結んでいる。
地域社会に暮らす外国人住民が増え続ける中、今後どのように外国人住民を地域社会の一員
として受け入れ、そのためには何をしなければならないのか。総社市における日本語教育事業
の実践を通じ、地域の日本人住民に対する多文化共生に関する意識啓発と醸成の必要性を強く
感じるとともに、「多文化共生のまちづくり」を行うための拠点として地域日本語教室を機能さ
せる仕組みを作り、地域社会に根付かせていくことが肝要であると考えた。
その実現のためには、まず地域社会における多文化共生の現状と多文化共生を推進するため
の課題を把握することが重要である。そこで、総社市在住の日本人住民に対して、日常生活に
おける外国人住民との関わり合い・交流の現状や今後の関わり合い方に対する意識、多文化共
生施策に関する地域住民の認識や要望などについての実態調査を行うこととした。
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４．総社市における多文化共生に関する調査の実施
4-1　多文化共生に関する日本人住民を対象としたこれまでの研究
外国人が急増し始める1990年前後から、地域に暮らす外国人住民への実態調査が多く行わ
れるようになったが、外国人住民を受け入れる日本人住民への調査はそれより少し遅れ、90年
代末から2000年代にかけて行われるようになった（鐘ヶ江2001、小内・酒井2001、松本2004、
福岡・池上2004、国土交通省2007）。文化庁による「国語に関する世論調査」（1995、2001、
2007、2010、2014年度）においても、日常生活における外国人との接触や外国人支援・日本語
教育に関する質問項目が設けられている。日本人住民の外国人住民に対する寛容性・排他性の
意識に関する研究は、主に統計学の手法を用いた社会学的アプローチからの蓄積があり、外国
人住民に対する意識を規定する要因として、概ね①個人属性仮説、②接触仮説、③ネットワー
ク仮説、④居住地効果仮説の4つが挙げられるという（濱田2008、山本・松宮2010）。
これまでの研究は全国調査や外国人の多い集住地域で行われることが多かったが、近年では、
外国人が少なく、外国人比率も低い地方都市でも行われるようになってきた（中川2011、小林
2012、佐賀県2016）。小林（2012）が「近年様々な場面で話題に上ることの多い急激な外国人の増
加が引き起こす問題や心理的摩擦は、それ以前に外国人を見かける機会が少なかった地域で一
層顕著となることが予想され、そのような地域を対象に研究を進めていくことは、今後同様の
問題に直面する地域に対して何らかの示唆を提供できるのではないか」（pp.12-13）と述べるよ
うに、本稿で対象とする総社市での結果もその実態解明の一助となると考えている。
4-2　総社市における多文化共生に関する調査の概要
（1）対象者：総社市在住の16歳以上の日本人住民500人（住民基本台帳から無作為抽出）
（2）調査期間：2016年1月～2月
（3）調査方法：調査票（マークシート方式・一部自由記述）を送付・回収する郵送法（自記式）
（4）調査項目：【1】属性、【2】地域社会での人付き合い・社会活動、【3】地域社会での外国人と
の関わり合い・交流、【4】地域社会に暮らす外国人に対する意識、【5】総社市における多
文化共生施策に関する42項目。
（5）調査の実施：調査の設計・調査項目の選定は筆者が行い、調査対象者の抽出、調査票の送付・
回収は総社市市民生活部人権・まちづくり課国際・交流推進係が行った。
（6）調査票回収数：231票（回収率46.2%）
　調査結果の単純集計は総社市（2016d）にまとめ、2016年6月に刊行した。以下ではこのデー
タに基づき、先行研究として他地域で行われた調査結果も踏まえながら分析・考察を行う。
５．調査データの分析・考察
5-1　回答者の属性・社会的背景・地域社会との関わり
まず、調査票が回収できた231人の日本人住民の属性・社会的背景・地域社会との関わりに
ついてのデータを示す（回答の結果を百分率で示す場合には無回答を除外して割合を算出）。
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（1）性別：男性42.0％（97人）、女性58.0％（134人）
（2）年齢：16～19歳1.7％、20代6.9％、30代12.6％、40代16.9％、50代14.3％、60代23.4％、
70代以上24.2％
（3）職業（複数回答）：農林漁業2.1％、事務職10.3％、販売職4.7％、サービス業10.7％、保安
職0.9％、生産工程従事者7.7％、専門職11.6％、管理職4.7％、学生4.3％、その他3.9％、
無職（専業主婦を含め）39.6％
（4）最終学歴：小・中学校7.0％、高等学校46.9％、専門学校9.6％、短大・高専9.2％、大学
25.9％、大学院1.3％
（5）家族構成：一人暮らし9.2％、夫婦のみ20.5％、二世代同居48.0％、三世代同居17.0％、
その他5.2％
（6）住居形態：持ち家83.5％、民間の賃貸住宅13.0％、社宅・官舎0.4％、公営の賃貸住宅1.3％、
その他1.7％
（7）総社市での居住年数：生まれてからずっと29.1％、20年以上46.5％、10年以上20年未満
12.2％、5年以上10年未満3.5％、2年以上5年未満6.1％、2年未満2.6％
（8）生まれて15歳まで住んだ地域での外国人との接触経験：よくあった6.4％、時々あった
15.1％、あまりなかった：37.9％、まったくなかった40.6％
（9）海外での滞在経験：なし93.2％、1年未満5.0%、1年以上2年未満0.5％、2年以上5年未満
1.4％
（10）自治会・町内会活動への参加：よく参加する20.5％、時々参加する37.4％、あまり参加
しない22.8％、まったく参加しない19.2％
属性・社会的背景で特徴的なのは、持ち家に居住する割合が8割以上、総社市での居住歴が
10年以上の人が約9割を占めており、回答者のほとんどが総社市に長く暮らし、今後も住み続
ける可能性の高い住民である。また、海外滞在歴のある人は少なく、子供の頃の外国人との接
触経験の少ない人が多い。年代別では10～20代の回答者が少なく、60代以上が5割近くを占
める⑺。職業別では「無職」（専業主婦含め）が約4割となっている。
5-2　地域社会における外国人住民との現状
ここでは地域社会における外国人住民との現状について、日常生活における外国人住民との
関わり合い、外国人との交流イベントへの参加、外国人住民に関する情報把握、外国人が住ん
でいて良かったと思うこと・困っていることについての分析結果を示す。
5-2-1　日常生活における外国人住民との関わり合い
日頃、自分の生活圏において外国人住民と顔を合わす頻度について尋ねた結果（表1）、「よく
／時々ある」と答えた人（41.1％）よりも、「あまり／まったくない」（58.9％）と答えた人のほう
が多い。属性によって見ると、「無職（専業主婦を除く）」（50人）では、「よく／時々ある」と答
える人（27.9％）よりも「あまり／まったくない」と答える人（72.1％）の割合がかなり高い。なお、
無職の人のすべてが年齢的には「60代以上」である。高齢で無職の人であれば、社会との接点も
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少なく、日頃外国人住民と接触することも多くないと考えられる。
外国人住民との接触場所について尋ねたところ（全11項目：複数回答）、「地域にある店や駅、
道端で見かける」57.1％が最も多く、「同じ職場・学校で交流がある」18.9％、「自宅の近所であ
いさつする」6.9％がこれに続く。また日頃、外国人住民と話す頻度（表2）については、「まった
く話さない」と答えた人が8割を占める。
以上の結果から、日本人住民は外国人住民と日頃顔を合わせることはあっても、話をするこ
とはほとんどない現状であることが分かり、両者の関係性は希薄であると言えるだろう。
5-2-2　外国人との交流事業・イベントへの参加
行政の開催する外国人との交流事業やイベントに参加する頻度（表3）と参加希望（表4）につ
いて尋ねた結果、積極的に参加している人も今後参加したいと思っている人も非常に少ない。
表4で「分からない」の回答が多いのは、日頃の外国人住民との関わり合いが少ないことに起因
していよう。日常生活における外国人との交流が少ないだけでなく、交流に対して関心も薄い
という日本人住民の現状は、3-1で述べた日本人住民との関わり合いが希薄だからこそ交流を
求める外国人住民の調査結果と対照的であることは注目される。同様な傾向は、焼津市の公営
住宅での調査（福岡・池上2004）、北関東圏での調査（国土交通省2007）でも認められる。
5-2-3　外国人住民に関する情報把握
外国人住民に関する現状認識に関して、総社市にどのくらい外国人が住んでいると思うか（表
5）、どこの国・地域の人が一番多いと思うか（表6：複数回答）について尋ねた。調査当時の外
国人数は800人程度であったが、その数を把握している人はそれほど多くない。また、当時す
でにベトナム人が国籍別人数第3位に浮上していたが、そのほとんどが企業で働く技能実習生
であり、日本人住民との接触がまだ少ないためか、その実態が知られていないことが窺える。
【表1】外国人住民と顔を合わせる頻度（n=221）
【表3】交流イベント参加の頻度（n=224）
【表2】外国人住民と話す頻度（n=222）
【表４】外国人との交流イベント参加希望（n=226）
よくある 9.0%
時々ある 32.1%
あまりない 39.4%
まったくない 19.5%
よく参加する 0.0%
時々参加する 4.5%
あまり参加しない 12.1%
まったく参加しない 83.5%
ほとんど毎日話す 0.9%
会えば話をする 4.1%
たまに話をする 15.3%
まったく話さない 79.7%
ぜひ参加したい 1.3%
できれば参加したい 19.0%
あまり参加したくない 19.0%
まったく参加したくない 10.2%
分からない 50.4%
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5-2-4　外国人が住んでいて良かったと思うこと・困っていること
総社市に外国人が住んでいて「良かったと思うこと」（表7）、「困っていること」（表8）につ
いて尋ねた結果、上位5項目（全8項目ずつ：複数回答）を見ると、ともに「特にない」が大半を
占める。この結果は、日常生活において外国人住民との関わり合いが少ないため、良いことも
困ったことも特に感じられない地域の実情を示しているだろう。
この項目に関連し、「外国人市民との間で問題が起こった場合、どうしているか」について尋
ねた結果（全9項目：複数回答，n=221）もあるが、「問題が起こったことはない」70.1％が最多で、
「警察に連絡する」19.0％、「市役所に連絡する」14.9％がこれに続く。
他の質問項目との関わりから見ると、外国人が住んでいて良かったこと（表7）のうち、「国際
交流や異文化理解の機会が増えた」を選んだ人（29人）には、「自治会・町内会活動によく／時々
参加する」（77.8％）、「外国人住民と日頃顔を合わせることがよく／時々ある」（63.0％）と答え
た人が多く、「地域に活気が出た」を選んだ人（11人）には「自治会・町内会活動によく／時々参
加する」（90.9％）、「外国人の友人ができた」を選んだ人（8人）には「外国人住民と日頃顔を合わ
せることがよく／時々ある」（87.5％）と答えた人が多い。自治会・町内会活動に参加すること
で外国人住民の情報が入りやすくなったり、外国人住民と日頃顔を合わせることで国際交流の
機会が増えたり外国人の友人ができたりするということだろう。
また、外国人が住んでいて困っていること（表8）には、外国人住民に関する情報不足や言語
によるコミュニケーション問題が挙がるが、「地域の生活ルールを守らない」を選んだ人（25人）
には、「外国人住民と日頃顔を合わせることがよく／時々ある」（60.0％）と答えた人が多い。
これらの結果は、地域全体では外国人住民との接触が少ないために、良いことも困っている
ことも特にないと感じる日本人住民が多いが、自治会・町内会活動への参加や外国人住民との
接触・交流により、良い面も悪い面も含め、外国人住民との関係性構築における具体的な課題
が見えてくることを示唆しているだろう。
【表5】外国人住民数（予想）（n=229）
【表7】外国人が住んで良かったこと（n=222）
【表6】外国人住民の出身国（予想）（n=222）
【表8】外国人が住んで困ったこと（n=219）
500人未満 16.6%
500～1,000人 34.1%
1,000人以上 23.1%
分からない 26.2%
特にない 73.4%
国際交流や異文化理解の機会が
増えた
13.1%
外国の文化・言語を学ぶことができた 10.4%
地域に活気が出た 5.0%
外国人の友人ができた 3.6%
ブラジル 61.3%
中国 25.7%
フィリピン 18.4%
その他 6.8%
特にない 65.3%
誰が住んでいるのか分からない 14.6%
言葉が分からず、うまく意思疎通が
できない
13.7%
地域の生活ルールを守らない 11.4%
外国人のことが分からず不安だ 9.1%
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5-3　地域社会における外国人住民との今後
次に地域社会における外国人住民との今後について、外国人住民の増加に対する意見、外国
人住民と関わり合う必要性、今後の関わり合い、外国人住民への要望に関する分析結果を示す。
5-3-1　外国人住民の増加に対する意見
総社市に外国人が増えることについての意見
を求めたところ（表9）、「どちらとも言えない」が
最も多く7割近くに上り、「賛成」が「反対」よりも
少し多い。外国人の受け入れに対して「どちらと
も言えない」という回答が多くを占めるという結
果は、福島県会津地域（中川2011）や北海道稚内
市・富山県旧新湊市（小林2012）の調査でも同様に見られる傾向であるが、小内ほか（2006）によ
る外国人集住率の高い群馬県大泉町での調査では、外国人住民の受け入れを「もっと減らすべ
き」という積極的な反対意見が約半数を占めている。
5-2で述べたように、日常生活における外国人住民との交流が少なく、外国人住民に対する
興味・関心や情報もあまり持っていない総社市の日本人住民の現状を考えれば、賛成か反対か
聞かれても判断材料がなく、「どちらとも言えない」が多く選ばれたと考えられる。
小内ほか（2006）、濱田（2008）は大泉町で1999年と2005年に行った調査の結果を比較してい
るが、この6年間の間に日本人住民と外国人住民との交流が増えたものの、外国人に対する否
定的な意識を持つ人が増えているという⑻。また、小林（2012）では、稚内市に比べ旧新湊市の
ほうで「反対」の意見が多く見られるが、その要因として、旧新湊市では外国人住民との接点が
表面的で、行政の交流イベントや広報による情報周知がうまく行われないなど、習慣や文化に
対する相互理解を深める方策が採られていないことが関わっていると指摘する。
この質問項目について、2-2で述べた総社市の地域日本語教室でボランティア活動をする日
本語学習サポーターに尋ねたところ、回答数は9名と少ないが、「賛成」4人、「やや賛成」3人、「ど
ちらとも言えない」2人、「やや反対・反対」0人であった。この結果は地域日本語教室への参加
を通じ、地域に暮らす外国人住民との日頃からの実質的な交流と相互理解を行うことが、日本
人住民の外国人住民に対する肯定的な意識形成に有効に働くことを示唆していよう。
5-3-2　外国人住民と関わり合う必要性
今後、外国人住民とどのように関わったらよいか尋ねた結果（表10）、「生活上、必要最低限
は関わった方がよい」との回答が最も多く、「分からない」も一定数見られ、外国人との関わり
合いに対する消極的な意見も積極的な意見も多くない。また、外国人住民と関わり合う理由に
ついて尋ねた結果（表11）、上位5項目（全9項目：複数回答）を見ると、地域住民同士の助け合
いや交流、相互理解を理由に挙げた人が多いことが分かる。
総社市と同じく南米系外国人の多い北関東圏の外国人集住地域での調査結果（国土交通省
2007）でも、やはり外国人住民と積極的な関わり合いを求める人は少ないという共通点はある
が、外国人住民と関わり合う理由には、住民同士の交流よりも「地域の安全や防犯／住環境を
【表9】外国人増加に対する意見（n=229）
賛成 11.4%
やや賛成 11.4%
どちらとも言えない 64.6%
やや反対 7.4%
反対 5.2%
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良くするため」がかなり多く選ばれている点で違いが見られる。
5-3-3　外国人住民との今後の関わり合い
自分自身が外国人住民と今後どのように関
わっていきたいか尋ねたところ（表12）、「今ぐ
らいの関わり方でよい」が最も多く、「あまり
関わりたくない」「関心がない」といった消極
的な意見もかなり多い。表11の結果と合わせ
て見ると、自分自身との関わり合いについてのほうがより消極的な態度を示すことが分かる。
北関東圏の調査でもやはり消極的な意見が多く（国土交通省2007）、大泉町では今後の交流に
対して完全に否定的な意見を持つ人が一定数存在し（小内ほか2006）、外国人集住地域における
日本人住民と外国人住民との関係性構築の難しさが窺える。一方、外国人比率の低い会津地域
（中川2011）や佐賀県（2016）の調査結果では、外国人住民と積極的に交流したいという意見が多
く見られる点は対照的で興味深い。
なお、5-3-1で述べた外国人増加に対する意見（表9）との関係で見ると、外国人住民と「積極
的に関わりたい」を選んだ人（15人）には、外国人増加に対して「賛成・やや賛成」と答える人が
多い（66.7％）が、それ以外の項目を選んだ人では外国人増加に対して「どちらとも言えない」を
一番多く選んでいる。
表12で「積極的に関わりたい」「今くらいの関わり方でよい」と回答した人には外国人住民と
関わりたい理由（表13：複数回答）を、「あまり関わりたくない」「関心がない」と回答した人に
は外国人住民と関わりたくない理由（表14：複数回答）を尋ねた。表13・14の共通点として、
外国人住民が近所や職場・学校にいるかいないかという点と、コミュニケーション手段として
の言語に関わる項目が上位に挙がっている。日常生活における外国人住民との接点や交流の有
無は外国人住民と関わり合いに対する意識に関わっており、総社市においては日頃の外国人住
民との接点・交流のなさが、外国人住民との関わり合いや受け入れに対する積極性・関心のな
さにつながっていると言えそうだ。
【表10】今後の外国人との関わり合い（n=229） 【表11】外国人と関わり合う理由（n=215）
【表12】外国人住民との関わり方（n=211）
積極的に関わり合いを深める方がよい 16.6%
生活上、必要最低限は関わった方がよい 43.7%
特に関わりを深める必要がない 8.7%
分からない 29.7%
その他 1.3%
同じ地域の住民として助け合っていくため 56.3%
地域の安全や防犯をよくするため 47.4%
日本人の外国人への理解を深めるため 37.2%
地域住民同士の交流を深めるため 26.0%
災害時や緊急時の連絡のため 25.1%
積極的に関わりたい 7.1%
今くらいの関わり方でよい 36.5%
あまり関わりたくない 21.8%
関心がない 34.6%
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5-3-4　外国人住民への要望
外国人住民への要望について尋ねた結果
（表15）、上位5項目（全8項目：複数回答）を
見ると、「地域の生活ルール・習慣等を知る」
が圧倒的に多く選ばれ、「十分な日本語能力
の習得」を要望する声よりもはるかに多い。
これと同じ傾向は北関東圏での調査結果（国
土交通省2007）でも見られる。大泉町（小内ほか2006）、浜松市（浜松市2011、2014）、会津地域
（中川2011）では「外国人住民と交流するうえで困難なこと」について尋ねているが、どの調査地
域でも「言葉の問題」「生活習慣の違い」が多く選ばれており、この2つの要素が地域住民同士
の交流のうえで不可欠であることが分かる。
5-4　総社市における多文化共生施策について
最後に、総社市における多文化共生施策に関して、施策に関する情報把握、地域日本語教育、
多文化共生を推進するための行政サービスについての分析結果を示す。
5-4-1　多文化共生施策に関する情報把握
「多文化共生」という語を聞いたことがあるかどうか尋ねた結果（表16）、「聞いたことはない」
「聞いたことはあるが、意味は分からない」を合わせると6割を超え、語の周知が十分行われて
いないことが分かる。浜松市では、「知らない」と答えた人が2011年度の調査で48.9％であった
のが2014年度では41.5％と低くなっており、徐々に語の認知度が上がっている。佐賀県（2016）
では「外国人と接する機会のある人は、ない人よりも知っている人の割合が高く、特に地域の
活動で接する機会のある人の半数は『多文化共生』という語を知っていた」（p.25）とあるが、総
社市の調査では属性や外国人との接触・交流による語の認知度に差は見られなかった。
総社市の多文化共生施策を知っているかどうかについて14項目の中から選んでもらったと
ころ（表17：複数回答）、「まったく知らない」と回答した人が6割以上であった。多く選ばれた
項目でさえ認知率はわずか10%台であり、残念ながら総社市の日本人住民にはまだまだ総社市
の多文化共生推進の取り組みについて知られていない実情が明らかとなった。
【表13】外国人住民と関わりたい理由（n=86） 【表14】外国人住民と関わりたくない理由（n=115）
【表15】外国人住民への要望（n=220）
外国の文化や言葉が学びたい 37.2%
外国人が近所に住んでいる 22.1%
同じ職場（学校）に外国人がいる 19.8%
地域に暮らす外国人を支援したい 18.6%
外国人が地域社会にとって必要 18.6%
外国人の友人が欲しい 12.8%
外国人が近所に住んでいない 63.5%
外国人と日本語で話ができない 29.6%
同じ職場（学校）に外国人がいない 13.0%
外国人や外国の文化等に興味がない 11.3%
地域の外国人を支援する必要はない 4.3%
外国人とのトラブルを経験した 3.5%
地域の生活ルール・習慣等を知る 75.5%
十分な日本語能力を身に付ける 34.5%
職業と住居の安定した生活を送る 20.5%
地域活動に積極的に参加する 15.0%
母国の文化・習慣を日本人に教える 12.3%
− 46 − − 47 −
岡山県総社市における多文化共生の現状と課題─地域日本語教育の推進に向けた地域住民への実態調査─（中東）
5-4-2　地域日本語教育について
総社市が開設している地域日本語教室の存
在を知っているかどうか尋ねたところ、「知っ
ている」と答えた人はわずか13.0％であった。
また、日本語教室を開くことによって期待さ
れる効果について尋ねた結果（表18）、上位5
項目（全9項目：複数回答）のうち、「日本の
文化・習慣・ルールの理解」が圧倒的に多く選ばれている。
5-4-3　多文化共生を推進するための行政サービス　
今後、総社市において多文化共
生を推進するためにどのような行政
サービスを充実すべきか尋ねた結果
（表19）、上位5項目（全12項目：複
数回答）のうち、「日本の習慣・ルー
ルを学ぶ機会を増やす」が最も多く
選ばれている。ここで上位に挙がった項目は、2-2で述べた南米系定住外国人に対して、今後充
実させて欲しい行政サービスについて尋ねた結果とほぼ同じ項目である。より効果的に多文化共
生施策を推進するにあたっても、日本人住民と外国人住民の双方のニーズを把握することが重要
だろう。
６．総社市における多文化共生の現状と課題
以上、総社市における多文化共生の現状について、他地域での調査結果とも照らし合わせな
がら考察してきた。他地域と単純に比較することはできないが、外国人集住地域とも外国人比
率の低い地域とも共通点・相違点が見られ、以下のような総社市が抱える課題も見えてきた。
（1）日本人住民と外国人住民との関わり合い・交流の少なさによる両者の関係性の希薄さ
（2）日本人住民の外国人住民への関心の低さと関わり合いに対する積極性のなさ
（3）日本人住民の外国人住民や市の多文化共生施策に関する情報不足
ここに挙げた3つの課題は互いに連関しており、地域社会に日本人住民と外国人住民が交流
する場を創出することで両者の接点が生まれ、接点が増えることで互いに関心が高まり、両者
の関係性構築における課題が見えてくれば、その解決に向けた住民同士の話し合いの場を設け
【表16】「多文化共生」の認知（n=226） 【表17】総社市多文化共生施策の認知（n=208）
【表18】日本語教育の効果（n=211）
【表19】多文化共生を推進するための行政サービス（n=221）
以前から知っており、意味も分かる 24.3%
最近知り、意味も分かる 11.1%
聞いたことはあるが、意味は分からない 29.6%
聞いたことはない 35.0%
まったく知らない 62.0%
総社インターナショナルフェスタの開催 16.8%
外国人相談窓口 15.9%
外国人のための日本語教室の実施 14.9%
多文化共生推進員（通訳）の配置 11.1%
日本の文化・習慣・ルールの理解 70.1%
外国人の日本語能力が上がる 52.1%
地域住民同士の交流が深まる 36.5%
災害時や緊急時の連絡に役立つ 32.7%
外国人への生活支援になる 28.0%
日本の習慣・ルールを学ぶ機会を増やす 50.7%
外国人相談事業を充実する 40.3%
外国人の子供に対する教育支援を増やす 35.3%
防災対策や緊急時の対応について情報提供 31.7%
日本人との交流の機会を増やす 28.1%
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ることができる。課題解決には外国人住民に関する情報や市の多文化共生施策としての具体的
な取り組みについての情報が必要となる。それらの情報を周知・共有することで、住民同士の
交流・関わり合いのあり方や地域社会が進むべき方向性について見出すことが可能となり、結
果的に「多文化共生のまちづくり」を推進することにつながっていく。
地域社会全体で見れば、総社市にはこのような課題があるが、一方、外国人住民との交流に
積極的な日本人住民も存在し、外国人住民への関心の高さは外国人受け入れに対する肯定的な
意見につながっている。そして、総社市の地域日本語教室でボランティア活動をする日本語学
習サポーターにおいては、教室での活動が日常生活に根ざした外国人住民との交流と相互理解
を促進し、外国人住民に対する肯定的な意識形成に有効に働いていることも明らかとなった⑼。
上記の課題に加え、地域住民同士の交流・関わり合いを深めるために必要な課題として、
（4）地域住民として暮らすために必要な地域の生活ルール・習慣への理解
（5）日本人住民との交流・コミュニケーションに必要な日本語の習得
が外国人住民にとって重要であることも確認された。ただし、この点に関しては日本人住民が
外国人住民に一方的に要望するものではなく、日本人住民も外国人住民の言語や文化、生活習
慣・ルールを学び、相互理解を深める必要がある。
以上のような地域社会が抱える課題を解決するためには、行政による多文化共生施策として
の日本語教育事業を行うことが有効であると考える。総社市で展開する「総社市地域参加型生
活サポート日本語教育事業」は上記の課題を解決可能な取り組み内容を備えてはいるが（中東
2016）、日本人住民へ周知がまだまだ不足している。これまでの広報・周知活動の継続と、媒
体や周知範囲の拡大も今後の検討課題であるが、今回の実態調査が総社市の多文化共生施策に
関する周知に有効であることも、調査票に記入された自由記述の回答から確認できた。
７．「多文化共生のまちづくり」としての地域日本語教育の推進に向けて
本稿ではアンケート調査の回答を中心に全体的な傾向を示すに留まり、属性や社会的背景、
他の項目との関連にはあまり触れられなかった。また、自由記述欄には外国人住民が増加す
ることによる治安の悪化やゴミ問題等に対する意見が寄せられており、この点に関して濱田
（2009）、小林（2012）では、住民への聞き取り調査をもとにメディアの報道が与える影響が少な
くないことを指摘する。以上の点も含め、詳細な調査は今後の課題である。
冒頭でも述べたように、総社市では現在、ベトナム人を中心とする技能実習生が急増し、そ
の傾向はまだしばらく続く見込みである。山口（1994）が言及したように、外国人就労者に対す
る企業内での日本語研修や日本人との交流は、今後外国人を雇用する企業において重要になっ
てくるだろう。このような状況を踏まえ、外国人を雇用している総社市内の企業と、企業に雇
用されている外国人就労者を対象に、日本語教育支援に関する実態と課題に関する調査を実施
する予定である。雇用主の企業側と従業員である外国人の両者の意見を聞くことで、課題をよ
り明確に把握し、地域社会を支える企業と行政とが地域日本語教育を通して連携するための基
礎的データを得たいと考えている。
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今後も行政を事業主体とした地域日本語教育事業の推進と進展に向け、課題解決に向けた調
査研究を行い、地域全体を包括する総合的な観点から、「多文化共生のまちづくり」としての地
域日本語教育の構築と基盤整備につなげていきたい。
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注
（1）総務省（2006a）は、地域における多文化共生を「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め
合い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくこと」（p.5）と定義する。また、
近藤（2011）は「日本の多文化共生政策がめざすものは、多文化主義的な統合政策である」（p.7）という。なお、
「多文化共生」の理念や用語をめぐる議論は本稿では行わない。
（2）佐久間（2011）によれば「生活者としての外国人」という表現は、2006年に内閣府に設置された外国人労働者問
題関係省庁連絡会議の報告で使用されたことが関連しているようだが、この表現は市民として政治的な権利
や義務を担った主体として外国人を捉えていないと指摘する。
（3）このうちブラジル人は669人で、外国人人口の49.9％を占めていた。現在、ブラジル人の割合は3割以下となっ
ているが、岡山県内でブラジル人の多い岡山市（282人：2.7％）、倉敷市（131人：2.4％）［括弧内、2015年ブ
ラジル人数：外国人人口比］と比べても、総社市のブラジル人集住率は群を抜いて高い。
（4）総社市に居住する16歳以上の南米系外国人全員を対象に2012年2～3月、郵送法により実施。回収された
67票（回収率24.1%）のうち、ポルトガル語調査票66票（回答者は全員ブラジル人）の結果に基づく。
（5）梶田ほか（2005）は、このような「外国人労働者がそこに存在しつつも、社会生活を欠いているがゆえに地域
社会から認知されない存在となること」を「顔の見えない定住化」と呼んだ（p.72）。しかし「顔の見えない」状態
に置かれているのは日系ブラジル人に限ったことではなく、地域社会に暮らす多くの外国人にも当てはまる
と小林（2012）は述べており、それは総社市においても同様であると考えられる。
（6）1990年代以後、企業で働く日系人やその家族が増え様々な問題が頻発したことから、団地組合に国際推進課
を発足させ、通訳・翻訳、語学教育、生活指導などの支援を行ったという（協同組合ウイングバレイ2016）。
（7）60代以上で特に回答率が高いわけではなく、総社市全人口でも60代以上が4割を占めている。「総社市の人口」
http://www.city.soja.okayama.jp/shimin/sisei/chikujinkou/jinkou.html（2017年3月30日）を参照。
（8）外国人住民に対する日本人住民の意識は、大泉町の中でも外国人集住率の異なる行政区間で違いもあり（小
内ほか2006）、同じ南米系外国人集住地域である大泉町、浜松市、豊橋市でも異なるという（濱田2009）。総
社市においても外国人集住率が若干高い地区はあるが、わずかであるため今回の調査では考慮しなかった。
（9）地域日本語教育に関して、群馬県太田市でフィールド調査を行った酒井（2001）に以下のような興味深い指摘
がある。「日本語ボランティアの多くは、太田市へは外国人と同じく『他所』から移動してきた『ニューカマー』
住民であった。そして、地域での社会活動にも積極的な参加者であると同時に、外国や異文化に対する関心
も高く、外国語習得に熱心であり、海外旅行経験も豊富であった。その意味では、定住しつつも地域の伝統
的生活様式（同質性）を受容するよりは、むしろ新たな生活様式（異質性）を、率先して受け入れる価値志向を
持った人々であった。したがって、外国人の定住化という地域社会の新たな要素である異質性に対しても、
比較的受容しやすい特質を持っていたと考えられる」（p.260）。実は、総社市の地域日本語教室でボランティ
ア活動を行う日本語学習サポーターにも、このような特質を持つ日本人住民が多く参加しており、多文化共
生推進の重要な存在だと考えられる。そして、地域日本語教室は外国人住民だけでなく、ニューカマーであ
るこのような日本人住民にとっても地域住民同士の交流の場として機能している点も見逃してはならない。
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